
①　平成26年度　補正予算 会計別内訳

伸率

②／①

24,688,772 31,375 24,720,147 0.13%

4,702,515 4,702,515 0.00%

279,231 2,114 281,345 0.76%

355,273 355,273 0.00%

1,117,503 △ 2,581 1,114,922 △ 0.23%

1,504,990 △ 904 1,504,086 △ 0.06%

422,400 422,400 0.00%

121,726 121,726 0.00%

3,910,617 795 3,911,412 0.02%

27,640 27,640 0.00%

37,130,667 30,799 37,161,466 0.08%

企業会計内訳

収入 216,003 216,003 0.00%

支出 239,676 239,676 0.00%

収入 261,086 261,086 0.00%

支出 356,956 356,956 0.00%

収入 82,650 82,650 0.00%

支出 89,754 5,041 94,795 5.62%

収入 3 3 0.00%

支出 8,031 8,031 0.00%

収入 298,653 0 298,653 0.00%

支出 329,430 5,041 334,471 1.53%

収入 261,089 0 261,089 0.00%

支出 364,987 0 364,987 0.00%

収入 559,742 0 559,742 0.00%

支出 694,417 5,041 699,458 0.73%

　一般会計補正の主な内容は、増額が見込まれる固定資産税や交付額が確定した国有提供施設等所

在市町村助成交付金等を財源として、補装具給付費や特別保育事業など福祉サービスの充実を図る

事業、農地の流動化や西海町丸田地区基盤整備など農業振興に資する事業、西海町七釜南串橋補修

工事の追加経費や大瀬戸町雪浦地区公民館及び大島総合支所の雨漏り修繕にかかる経費、８月の集

中豪雨や台風８号により被災した施設等の復旧を図るための災害関連事業等の経費を重点に計上

し、併せて執行額が確定した農業委員会選挙経費や利率見直し等による市債償還金の減額にかかる

経費を計上しております。
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１号

資本的

介護保険（サービス） なし

計

工業団地整備 なし

交通船 なし

介護保険（保険事業） ２号

後期高齢者医療 なし

簡易水道 ２号

下水道 ２号

一般会計 ４号

国保（事業） なし

国保（直診） ２号

平成２６年度１２月補正予算の概要

（単位：千円、％）

会計名 現　計① 今回補正② 補正後 備考
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一般会計１２月補正予算(第４号)　主要事業一覧表

(単位：千円)

事 業 名 称

他会計・基金

繰入金等

6,072 平島住民センター耐震診断事業

（1） 財務課

2 1 5 1,973 986 0 0 0 0 987

3,504 地域振興基金積立金

地域振興基金利子

（2） 財務課財政班

有価証券等売却益

2 1 6 2,043 0 0 0 0 2,044 △ 1

5,188 ふるさと西海応援寄附金事業

（3） まちづくり推進課

2 1 6 276 0 0 0 0 0 276

646 大島総合支所施設管理費

（4）

2 1 9 3,824 0 0 0 0 0 3,824

561 農業委員会委員選挙費

（5）

離島活性化交

付金

大島総合支所において、施設の老朽化に伴い雨漏りが発生しているため、屋上防水シートの補修工事に要する

経費を計上するもの。

○施工面積　Ａ＝428㎡

事業終了に伴い不用額を減額補正するもの。

耐震化、非常用電源設置等を含め今後の施設の在り方について検討を行うため、平島住民センターの耐震診断

を行うもの。

地域振興基金で運用している債券の売却による、売却益及び経過利子の増額補正を行うもの。

○有価証券売却益　　　　3,132,000円

○地域振興基金利子　△1,089,009円

前年度と比較し、寄附金件数が増加しており、寄附金謝礼にかかる費用が不足するため増額補正を行うもの。

○平成25年度（H25.10.1現在）：14件　2,130千円

○平成26年度（H26.10.1現在）：29件　1,255千円

大島総合支所大

島市民課(財務)

選挙管理委員会

事業費

平成２６年度

事業番号

款 目項 事 業 内 容 な ど 国庫支出金 県支出金 その他起債

特 定 財 源

一般財源

（5）

2 4 3 △ 9,326 0 0 0 0 0 △ 9,326

3,506 社会福祉基金積立金

（6） 福祉課

3 1 1 2,485 0 0 0 0 2,485 0

4,306 補装具給付事業

（7） 福祉課

3 1 2 1,200 600 300 0 0 0 300

4,261 介護保険特別会計（保険事業勘定）繰出金

（8） 長寿介護課

3 1 5 58 0 0 0 0 0 58

434 特別保育事業（単独分）

（9） こども課

3 2 1 1,251 0 0 0 0 0 1,251

6,075 いじめ防止対策推進事業

（10） こども課

3 2 1 73 0 0 0 0 0 73

社会福祉基金利

子

障害者自立支

援給付費等国

庫負担金

障害者自立支

援給付費負担

金

いじめ防止対策推進法に基づく、西海市いじめ等問題審議委員会の設置に要する経費を計上するもの。

事業終了に伴い不用額を減額補正するもの。

社会福祉基金の運用益が当初予算計上額を上回ることが見込まれるため増額補正を行うもの。

○補正後15,916千円-当初13,431千円＝2,485千円

平成25年度給付決定分及び平成26年度の新規給付決定分において、高額な補装具の購入があったことや、修

繕件数が例年より多いことなどから、当初予算計上額に不足が見込まれるため増額補正を行うもの。

○補正後8,000千円-当初6,800千円＝1,200千円

配食サービス事業（要支援者）の増額補正に伴い、不足する財源について繰出金を増額補正するもの。

障害児保育を実施している保育所に対する補助金について、各保育所の受入児童数を精査した結果、対象児童

数が増加しており、当初予算に不足が生じるため増額補正を行うもの。

○補正後8,789千円-当初7,538千円＝1,251千円

選挙管理委員会

事務局
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一般会計１２月補正予算(第４号)　主要事業一覧表

(単位：千円)

事 業 名 称

他会計・基金

繰入金等

事業費

平成２６年度

事業番号

款 目項 事 業 内 容 な ど 国庫支出金 県支出金 その他起債

特 定 財 源

一般財源

12 生活保護一般管理費

（11） 福祉課

3 3 1 3,122 0 0 0 0 0 3,122

426 国民健康保険直診勘定事業繰出金

（12） 健康ほけん課

4 1 1 △ 14,207 0 0 0 0 0 △ 14,207

812 簡易水道事業特別会計繰出金

（13） 上水道課

4 1 1 △ 24,737 0 0 0 0 0 △ 24,737

813 下水道事業特別会計繰出金

（14） 下水道課

4 1 1 △ 904 0 0 0 0 0 △ 904

43 農業委員会交付金事業

（15）

公債費の利率見直しに伴い繰出金を減額補正するもの。

平成26年4月に施行された改正農地法により、農地台帳の整備が法定化され、農地台帳システムの改修内容が

農地台帳システ

ム整備事業費

補助金

平成25年度に交付された「生活保護費等国庫負担金」及び「セーフティネット支援対策事業費補助金」の額確定

に伴う返還金について増額補正するもの。

直診勘定の平成25年度からの繰越金の確定等に伴い繰出金を減額補正するもの。

○補正後120,138千円-当初134,345千円＝△14,207千円

前年度繰越金の確定等に伴い繰出金を減額補正するもの。

農業委員会事務

（15）

6 1 1 1,264 0 1,163 0 0 0 101

5,982 農業水利施設保全合理化事業

（16） 農林課

6 1 3 700 0 0 0 0 700 0

6,073 農地中間管理事業機構集積協力金

（17） 農林課

6 1 3 3,696 0 3,695 0 0 0 1

894 丸田地区農業競争力強化基盤整備事業

（18） 農林課

6 1 5 11,864 0 0 7,500 0 3,954 410

6,078 山地小規模地すべり防止事業（県営事業負担金）

（19） 農林課

6 2 2 3,000 0 0 0 0 0 3,000

6,040 デジタルとアナログによる西海の魅力発信事業

（20） まちづくり推進課

7 1 3 △ 8,915 0 △ 8,915 0 0 0 0

7月の集中豪雨により被災した林道西彼杵半島線の地すべり箇所の調査測量について、県営事業で実施するた

め、県営事業負担金について計上するもの。

21世紀まちづくり

推進総合支援事

業補助金

当該事業の財源として計上していた、「21世紀まちづくり推進総合支援事業補助金」において、予算の割当がない

旨の連絡があったため、予算の減額補正を行う。

平成26年4月に施行された改正農地法により、農地台帳の整備が法定化され、農地台帳システムの改修内容が

示されたため、改修に必要な費用について計上するもの。

農業用用排水施設（伊佐ノ浦ダム）の老朽化した機器の更新にかかる費用について計上するもの。

○水位計更新　一式

農地中間管理機構を通じて、農地の貸借を行い、農地の集積・集約化、農業経営の規模拡大、新規参入等によ

る農用地等の効率的利用を促進し、農業の生産性の向上を図るもの。なお、農地中間管理機構が実施した公募

により農地の集積を推進した場合、その地域や耕作者に対し、機構集積協力金の交付を行う。

当該事業について、国が追加予算を割り当て、予定を前倒しして事業を実施することとなったため、県営事業負

担金について計上するもの。

補助金

農地集積・集約化対策

事業費補助金（機構集

積協力金交付事業）

合併特例債

農業委員会事務

局

農業水利施設保全

合理化事業地元負

担金

農業競争力強化基盤

整備事業受益者分担

金
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一般会計１２月補正予算(第４号)　主要事業一覧表

(単位：千円)

事 業 名 称

他会計・基金

繰入金等

事業費

平成２６年度

事業番号

款 目項 事 業 内 容 な ど 国庫支出金 県支出金 その他起債

特 定 財 源

一般財源

119 道路橋梁維持費

（21） 建設課

8 2 2 5,000 0 0 0 0 0 5,000

5,540 市道橋梁長寿命化事業

（22） 建設課

8 2 3 41,048 0 0 39,000 0 0 2,048

6,077 いじめ防止対策推進事業

（23） 学校教育課

10 1 2 122 0 0 0 0 0 122

513 事務局中学校一般管理費

（24） 教育総務課

10 3 1 5,000 0 0 0 0 0 5,000

6,076 公立公民館改修事業

（25） 社会教育課

公立公民館の多くは昭和50年代に建設され、完成から30年以上経過している状態であり、現在まで軽微な補修

合併特例債

南串橋補修工事において7/3豪雨で海底が洗掘されたことにより工法を変更する必要が生じた。これにより工事

費、監理委託費に不足が生じたため増額補正するもの。

いじめ防止対策推進法に基づく、西海市いじめ等調査委員会の設置に要する経費を計上するもの。

点検機関から施設の改善要望があった事項について、修繕及び改修工事に係る経費を増額補正するもの。

合併特例債

7～8月の豪雨により道路橋梁維持にかかる修繕費に今後不足が見込まれるため増額補正するもの。

（25） 社会教育課

10 5 2 5,679 0 0 5,300 0 0 379

3,951 事務局公民館施設管理費

（26） 社会教育課

10 5 2 1,093 0 0 0 0 0 1,093

3,953 事務局体育施設管理費

（27） スポーツ振興課

10 6 2 2,606 0 0 0 0 0 2,606

1,025 農地災害復旧事業

（28） 農林課

11 1 1 2,350 0 800 300 0 400 850

1,023 農業用施設災害復旧事業

（29） 農林課

11 1 2 △ 12,900 0 △ 8,385 △ 2,500 0 △ 1,943 △ 72

5,961 林道施設災害復旧事業

（30） 農林課

11 1 3 2,100 0 1,815 300 0 0 △ 15

農業用施設災害

復旧事業債（補助

分）

7月の集中豪雨により被災した農業用施設の災害復旧事業について、地元の申請取り下げ及び査定結果を踏ま

え、減額補正するもの。

○当初申請箇所：6箇所   変更申請箇所：4箇所

林道施設災害

復旧事業債（補

助分）

8月の集中豪雨により被災した林道西彼杵半島線の災害復旧にかかる費用及び、7月集中豪雨により被災した、

地すべり箇所の調査測量について、県営事業での実施になったことにより、必要費用の計上を行うもの。

○8月被災箇所：1箇所

農業用施設災

害復旧費補助

金

林道施設災害

復旧費補助金

国体に関連する修繕、早期に修繕しなければ大きな被害を引き起こす可能性がある修繕等を優先的に実施した

ことにより、未実施になっている箇所を修繕するための増額補正を行うもの。

農地災害復旧

事業補助金

農地災害復旧

事業債（補助

分）

8月の集中豪雨により被災した農地の災害復旧にかかる費用及び、7月の集中豪雨により被災した農地の査定結

果を踏まえ、必要な費用を増額補正するもの。

○被災箇所：5箇所（田：4箇所　畑：1箇所）

公立公民館の多くは昭和50年代に建設され、完成から30年以上経過している状態であり、現在まで軽微な補修

を実施してきたが、施設の老朽化に伴い、大規模な改修が必要になってきているため、年次計画に沿って施設を

改修するもの。

施設の老朽化により、特に危険であると判断される箇所を今年度中に修繕するため増額補正を行うもの。

農地等災害復旧

費分担金

農地等災害復旧

費分担金
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一般会計１２月補正予算(第４号)　主要事業一覧表

(単位：千円)

事 業 名 称

他会計・基金

繰入金等

事業費

平成２６年度

事業番号

款 目項 事 業 内 容 な ど 国庫支出金 県支出金 その他起債

特 定 財 源

一般財源

6,074 漁港施設災害復旧事業（補助分）

（31） 水産課

11 1 4 3,500 0 2,211 1,000 0 0 289

3,984 道路橋梁災害復旧事業（単独分）

（32） 建設課

11 2 1 5,053 0 0 3,600 0 0 1,453

3,985 道路橋梁災害復旧事業（補助分）

（33） 建設課

11 2 1 14,900 11,920 0 2,900 0 0 80

5,886 河川災害復旧事業(単独分)

（34） 建設課

11 2 2 600 0 0 600 0 0 0

5,887 河川災害復旧事業(補助分)

（35） 建設課

8月豪雨により被災した箇所の復旧を行うもの。

8月豪雨により被災した箇所の復旧を行うもの。

○被災箇所：6件

8月豪雨により被災した箇所の復旧を行うもの。

○被災箇所：5件

8月豪雨により被災した箇所の復旧を行うもの。

○被災箇所：1件

台風8号により被災した漁港施設の災害復旧にかかる費用を計上するもの。

○被災箇所：漁港1箇所（塚堂漁港）

水産基盤整備事業

等補助金（漁港災害

関連事業）

漁港施設災害復

旧事業債（補助

分）

公共土木施設災

害復旧事業債（単

独分）

公共土木施設災

害復旧費国庫負

担金

公共土木施設災

害復旧事業債（補

助分）

公共土木施設災

害復旧事業債（単

独分）

公共土木施設災

害復旧費国庫負

担金

公共土木施設災

害復旧事業債（補

助分）

（35） 建設課

11 2 2 21,000 16,800 0 4,200 0 0 0

8月豪雨により被災した箇所の復旧を行うもの。

○被災箇所：5件

担金 助分）
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